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(57)【要約】
　第１の面と該第１の面と反対側の第２の面とを有する
ワークピースを加工する方法は、500kHzよりも高いパル
ス繰り返し率で200ps未満のパルス持続時間を有する第
１のレーザパルスビームを生成し、ワークピースと交差
するビーム軸に沿って第１のレーザパルスビームを照射
し、ビーム軸を加工軌跡に沿ってスキャンする。ビーム
軸は、連続的に照射されるレーザパルスがワークピース
に非ゼロバイトサイズで当たってワークピースの第１の
面にフィーチャを形成するようにスキャンされる。フィ
ーチャが1.0μm以下の平均表面粗さ（Ra）の加工済ワー
クピース表面を確実に有するように、バイトサイズ、パ
ルス持続時間、パルス繰り返し率、レーザパルススポッ
トサイズ及びレーザパルスエネルギーのような１以上の
パラメータが選択される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の面と、前記第１の面と反対側の第２の面とを有するワークピースを用意し、
　500kHzよりも高いパルス繰り返し率で200ps未満のパルス持続時間と、スポットサイズ
と、パルスエネルギーとを有する第１のレーザパルスビームを生成し、
　前記ワークピースと交差するビーム軸に沿って前記第１のレーザパルスビームを照射し
、
　連続的に照射されるレーザパルスが前記ワークピースに非ゼロバイトサイズで当たって
前記ワークピースの前記第１の面にフィーチャを形成するように前記ビーム軸を加工軌跡
に沿ってスキャンし、前記フィーチャは、1.0μm未満の平均表面粗さ（Ra）を有する加工
済ワークピース表面を有するものとして特徴付けられる、
方法。
【請求項２】
　前記パルス持続時間は１ps以下である、請求項１の方法。
【請求項３】
　前記パルス持続時間は800fs以下である、請求項１から２のいずれかの方法。
【請求項４】
　前記パルス繰り返し率は1264kHzよりも高い、請求項１から３のいずれかの方法。
【請求項５】
　前記パルス繰り返し率は1800kHz以上である、請求項１から４のいずれかの方法。
【請求項６】
　前記パルス繰り返し率は1900kHz以上である、請求項１から５のいずれかの方法。
【請求項７】
　前記パルス繰り返し率は2000kHz以上である、請求項１から６のいずれかの方法。
【請求項８】
　前記パルス繰り返し率は3000kHz以上である、請求項１から７のいずれかの方法。
【請求項９】
　前記平均表面粗さ（Ra）は0.75μm未満である、請求項１から８のいずれかの方法。
【請求項１０】
　前記平均表面粗さ（Ra）は0.5μm未満である、請求項１から９のいずれかの方法。
【請求項１１】
　前記平均表面粗さ（Ra）は0.4μm未満である、請求項１から10のいずれかの方法。
【請求項１２】
　前記平均表面粗さ（Ra）は0.3μm未満である、請求項１から11のいずれかの方法。
【請求項１３】
　前記平均表面粗さ（Ra）は0.25μm未満である、請求項１から12のいずれかの方法。
【請求項１４】
　さらに、
　第２のレーザパルスビームを生成し、
　前記第２のレーザパルスビーム中のレーザパルスを集束させてビームウェストを生成し
、
　前記ビームウェストが前記ワークピース内又は前記ワークピースの前記第２の面上に配
置されるように、前記集束させた第２のレーザパルスビームを前記加工済ワークピース表
面と交差するビーム軸に沿って照射し、
　前記ビームウェストで前記ワークピースを加工する、
請求項１から13のいずれかの方法。
【請求項１５】
　前記ワークピースは、前記第１のレーザパルスビーム中のレーザパルスの波長に対して
よりも、前記第２のレーザパルスビーム中のレーザパルスの波長に対してより透過的であ
る、請求項14の方法。
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【発明の詳細な説明】
【関連出願に対する相互参照】
【０００１】
　本出願は、2016年７月28日に提出された米国仮特許出願第62/368,053号の利益を主張す
るものであり、当該米国仮特許出願はその全体が参照により組み込まれる。
【背景】
【０００２】
Ｉ．技術分野
　本開示は、概してパルスレーザ及び高い繰り返し率を用いて材料を加工することに関す
るものである。
【関連出願】
【０００３】
II．関連技術の説明
　例えば、薄厚シリコンウェハダイシング、プリント回路基板（PCB）ドリリング、太陽
電池の製造、及びフラットパネルディスプレイの製造をはじめとする材料加工用途は、同
じような材料加工方法を用い、同じような問題を抱えている。以前の解決策は、機械的加
工方法及びリソグラフィによる加工方法を用いていた。しかしながら、デバイスサイズが
小さくなり、デバイスの複雑性が増加し、化学処理に環境コストがかかることから、産業
界はレーザ加工方法を採用する方向に動いている。今では、典型的な波長が１μmで緑色
又はUV波長に波長変換される高パワーのダイオード励起固体レーザが用いられている。一
部の用途で利用されている１つの方法は、比較的速いスキャン速度で反復パスを用いてワ
ークピースを徐々にカッティングするものである。そのような用途においては、主として
３つの問題がある。すなわち、（a）加工箇所又はその近傍においてデブリが生じ、これ
が蓄積すること、（b）大きな熱影響部（HAZ）が生じること、（c）商業的に実現可能な
、十分に高い材料除去速度を実現することである。本明細書で使用される場合には、「デ
ブリ」という語は、レーザ加工中に（固体、液体又は気体のいずれかの形態で）加工箇所
から噴出するワークピース材料を意味するものとし、リキャスト、スラッグ、再析出物な
どのような他の用語を用いて普通に述べられることもある。HAZは、レーザ加工中に生じ
た熱により、その微細構造又は他の化学的、電気的又は物理的特性が変化したワークピー
スの領域を意味している。
【０００４】
　効率的かつ高品質のレーザ加工をワークピースに対して行うために様々な選択肢が提案
されており、例えば超短パルス持続時間のレーザパルスを高い繰り返し率で生成するため
のレーザが用いられている。これにより比較的長いパルス幅のレーザパルスを用いる場合
に比べて生成されるデブリが少なく、ワークピース内に生じるHAZが比較的小さくなる。
しかしながら、高い繰り返し率で生成される超短レーザパルスを用いる方法では、依然と
してデブリが生じる。ある用途においては、生じたデブリが蓄積することにより、望まし
くない粗面や不均一な面が生じたり、望ましくない応力集中が生じたりする場合などには
デブリの蓄積が問題となり得る。
【０００５】
　従来から、加工済ワークピースを化学エッチング液に曝露することにより、あるいは加
工済ワークピースを（例えばDI水からなる）超音波浴内で清浄することにより、あるいは
これに類する方法により、蓄積したデブリを除去することができる。この問題は、ワーク
ピースを犠牲材料層でコーティングすることによっても解決することができ、この場合に
は、レーザ加工中に生じたデブリが犠牲層上に蓄積し、この犠牲層をレーザ加工が完了し
た後に除去することができる。しかしながら、そのような方法では、付加的な処理工程及
び付加的な消耗材料が追加されることによってスループットが低下し、コストが上昇する
。したがって、そのようなデブリを除去する必要のない解決策が好ましいものとなるであ
ろう。
【概要】
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【０００６】
　本発明の一実施形態は、第１の面と、上記第１の面と反対側の第２の面とを有するワー
クピースを用意し、500kHzよりも高いパルス繰り返し率で200ps未満のパルス持続時間を
有する第１のレーザパルスビームを生成し、上記ワークピースと交差するビーム軸に沿っ
て上記第１のレーザパルスビームを照射し、上記ビーム軸を加工軌跡に沿ってスキャンす
る方法として特徴付けることができる。上記ビーム軸は、連続的に照射されるレーザパル
スが上記ワークピースに非ゼロバイトサイズで当たって上記ワークピースの上記第１の面
にフィーチャを形成するようにスキャンされる。上記フィーチャが1.0μm以下の平均表面
粗さ（Ra）を有する加工済ワークピース表面を確実に有するように、バイトサイズ、パル
ス持続時間、パルス繰り返し率、レーザパルススポットサイズ及びレーザパルスエネルギ
ーのような１以上のパラメータが選択される。
【０００７】
　ある実施形態においては、上記第１のレーザパルスビーム内の上記レーザパルスのそれ
ぞれのパルス持続時間が、１ps以下、800fs以下、750fs以下、700fs以下、650fs以下、又
は600fs以下である。
【０００８】
　ある実施形態においては、上記第１のレーザパルスビーム内の上記レーザパルスのパル
ス繰り返し率は、1200kHzより高いか、1250kHzより高いか、1300kHzより高いか、1400kHz
より高いか、1500kHzより高いか、1600kHzより高いか、1700kHzより高いか、1800kHzより
高いか、1900kHzより高いか、2000kHzより高いか、あるいは3000kHzより高い。
【０００９】
　ある実施形態においては、上記平均表面粗さ（Ra）は、0.75μm以下、0.5μm以下、0.4
μm以下、0.3μm以下、0.25μm以下、0.2μm以下、0.15μm以下などであるか、あるいは
これらの値のいずれかの間にある。
【００１０】
　一実施形態においては、上記方法は、（上記ワークピースの上記第１の面に上記フィー
チャが形成された後）第２のレーザパルスビームを生成し、上記第２のレーザパルスビー
ム中のレーザパルスを集束させてビームウェストを生成し、上記ビームウェストが上記ワ
ークピース内又は上記ワークピースの上記第２の面上に配置されるように、上記集束させ
た第２のレーザパルスビームを上記加工済ワークピース表面と交差するビーム軸に沿って
照射し、上記ビームウェスト又はその近傍で上記ワークピースを加工する動作を付加的に
含むものとしてさらに特徴付けることができる。一実施形態においては、上記ワークピー
スは、上記第１のレーザパルスビーム中のレーザパルスの波長に対してよりも、上記第２
のレーザパルスビーム中のレーザパルスの波長に対してより透過的である。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本発明の一実施形態による、ワークピースを加工するための装置を模式
的に示している。
【図２】図２及び図３は、シリコンウェハに形成されたトレンチの（上面から撮影した）
顕微鏡写真を示している。
【図３】図２及び図３は、シリコンウェハに形成されたトレンチの（上面から撮影した）
顕微鏡写真を示している。
【図４】図４は、それぞれシリコンウェハの表面に形成された１組の交差スクライブライ
ンを含むレーザ加工済フィーチャの（上面から撮影した）顕微鏡写真を示している。
【図５】図５は、異なるパルス繰り返し率でレーザパルスをスキャンビーム軸に沿って伝
搬させることにより、シリコンウェハに形成されたトレンチ内の加工済ワークピース表面
の平均表面粗さ（Ra）と、トレンチ形成プロセス中の材料除去速度との関係を、バイトサ
イズ及びフルエンスの関数として示す１組のグラフを示している。
【図６】図６は、ある特性を有する加工済ワークピース表面を形成することとなる、シリ
コンウェハにトレンチを形成するためのプロセスウィンドウを示す１組のグラフを示して
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いる。
【図７】図７は、滑らかな加工済ワークピース表面を生成する方法でトレンチを形成する
ように加工されたシリコンウェハの（側断面から撮影した）顕微鏡写真を示している。
【図８Ａ】図8A及び図8Bは、シリコンウェハの内側にトレンチクラックを形成するように
シリコンウェハがさらに加工された後の図７に示される加工済シリコンウェハの（側断面
から撮影した）顕微鏡写真を示している。図8Aは、図７に示されるトレンチの幅を横断す
る図を示している。
【図８Ｂ】図8A及び図8Bは、シリコンウェハの内側にトレンチクラックを形成するように
シリコンウェハがさらに加工された後の図７に示される加工済シリコンウェハの（側断面
から撮影した）顕微鏡写真を示している。図8Bは、図７に示されるトレンチの長さ方向に
沿った図である。
【図９Ａ】図9A～図9Dは、ある実施形態におけるワークピースを加工するための方法を示
している。
【図９Ｂ】図9A～図9Dは、ある実施形態におけるワークピースを加工するための方法を示
している。
【図９Ｃ】図9A～図9Dは、ある実施形態におけるワークピースを加工するための方法を示
している。
【図９Ｄ】図9A～図9Dは、ある実施形態におけるワークピースを加工するための方法を示
している。
【詳細な説明】
【００１２】
　本明細書においては、実施形態の例が添付図面を参照して述べられる。明確にそうでな
いことが記載されていない限り、図面においては、コンポーネント、フィーチャ、要素な
どのサイズや位置など、またそれらの間の距離は、必ずしも縮尺通りではなく、明確にす
るために誇張されている。
【００１３】
　明細書において使用される用語は、特定の例示的な実施形態を説明するためだけのもの
であり、限定を意図しているものではない。本明細書で使用される場合には、内容が明確
にそうではないことを示している場合を除き、単数形は複数形を含むことを意図している
。さらに、「備える」及び／又は「備えている」という用語は、本明細書で使用されてい
る場合には、述べられた特徴、整数、ステップ、動作、要素、及び／又はコンポーネント
の存在を特定するものであるが、１つ以上の他の特徴、整数、ステップ、動作、要素、コ
ンポーネント、及び／又はそのグループの存在又は追加を排除するものではないことを理
解すべきである。特に示している場合を除き、値の範囲が記載されているときは、その範
囲は、その範囲の上限と下限の間にあるサブレンジだけではなく、その上限及び下限を含
むものである。特に示している場合を除き、「第１」や「第２」などの用語は、要素を互
いに区別するために使用されているだけである。例えば、あるノードを「第１のノード」
と呼ぶことができ、同様に別のノードを「第２のノード」と呼ぶことができ、あるいはこ
れと逆にすることもできる。本明細書において使用されるセクション見出しは、整理のた
めだけのものであり、述べられた主題を限定するものと解釈すべきではない。
【００１４】
　特に示されている場合を除き、「約」や「その前後」などの用語は、量、サイズ、配合
、パラメータ、及び他の数量及び特性が、正確ではなく、また正確である必要がなく、必
要に応じて、あるいは許容誤差、換算係数、端数計算、測定誤差など、及び当業者に知ら
れている他のファクタを反映して、概数であってもよく、さらに／あるいは大きくても小
さくてもよいことを意味している。
【００１５】
　本明細書において、「下方」、「下」、「下側」、「上方」、及び「上側」などの空間
的に相対的な用語は、図に示されるような、ある要素又は特徴の他の要素又は特徴に対す
る関係を述べる際に説明を容易にするために使用され得るものである。空間的に相対的な
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用語は、図において示されている方位に加えて異なる方位を含むことを意図するものであ
ることは理解すべきである。例えば、他の要素又は特徴の「下方」又は「下」にあるとし
て説明される要素は、図中の対象物が反転した場合には、他の要素又は特徴の「上方」を
向くことになる。このように、「下方」という例示的な用語は、上方及び下方の方位の双
方を含み得るものである。対象物が他の方位を向く場合（例えば90度回転される場合や他
の方位にある場合）には、本明細書において使用される空間的に相対的な記述子はこれに
応じて解釈され得る。
【００１６】
　図面を通して同様の数字は同様の要素を意味している。このため、同一又は類似の数字
は、対応する図面で言及又は説明されていない場合であっても、他の図面を参照して述べ
られることがある。また、参照番号の付されていない要素であっても、他の図面を参照し
て述べられることがある。
【００１７】
　本開示の精神及び教示を逸脱することなく、多くの異なる形態、実施形態及び組み合わ
せが考えられ、本開示を本明細書で述べた実施形態の例に限定して解釈すべきではないこ
とは理解できよう。むしろ、これらの例及び実施形態は、本開示が完全かつすべてを含む
ものであって、本開示の範囲を当業者に十分に伝えるように提供されるものである。
【００１８】
Ｉ．概説
　本明細書において述べられる実施形態は、概して、レーザを用いた加工（本明細書にお
いてはワークピースのレーザ加工、レーザでの加工、あるいは最も簡単に「加工」ともい
う）のための方法及び装置に関するものである。一般的に、レーザ放射でワークピースを
照射して、ワークピースを加熱したり、溶融したり、蒸発させたり、アブレートしたり、
クラックしたり、研磨したりするなどにより加工の全体又は一部が行われる。図示された
装置により行われ得るプロセスの具体的な例としては、ビアドリリング、スクライビング
、ダイシング、エングレービングなどが挙げられる。このように、加工の結果として、ワ
ークピース上に、あるいはワークピース内に形成され得るフィーチャは、開口、ビア（例
えば、非貫通ビア、貫通ビア、スロットビア）、溝、トレンチ、スクライブライン、切溝
、凹部など、あるいはこれらを任意に組み合わせたものを含み得る。
【００１９】
　加工可能なワークピースは、金属、高分子、セラミック、あるいはこれらを任意に組み
合わせたものとして包括的に特徴付けることができる。加工可能なワークピースの具体例
としては、集積回路（IC）、ICパッケージ（ICP）、発光ダイオード（LED）、LEDパッケ
ージ、半導体ウェハ、電子又は光学デバイス基板（例えば、Al2O3、AlN、BeO、Cu、GaAS
、GaN、Ge、InP、Si、SiO2、SiC、Si1-xGex（0.0001＜ｘ＜0.9999）など、あるいはこれ
らを任意に組み合わせたもの又はその合金から形成される基板）、プラスチック、ガラス
（例えば、非強化ガラス又は熱強化ガラス又は化学強化ガラス又はその他）、石英、サフ
ァイヤ、プラスチック、シリコンなどから形成される物が挙げられる。したがって、加工
できる材料は、１以上の金属（例えば、Al、Ag、Au、Cu、Fe、In、Mg、Pt、Sn、Tiなど、
あるいはこれらを任意に組み合わせたもの又はこれらの合金）、導電性金属酸化物（例え
ばITOなど）、透明な導電性ポリマー、セラミック、ワックス、樹脂、基板材料（例えば
、Al2O3、AlN、BeO、Cu、GaAs、GaN、Ge、InP、Si、SiO2、SiC、Si1-xGexなど、又はこれ
らの組み合わせ又はこれらの合金）、（例えば、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸窒化ケイ素
など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののように層間誘電体構造として用いられ
る）無機誘電材料、low-k誘電体材料（例えば、メチルシルセスキオキサン（MSQ）、水素
シルセスキオキサン（HSQ）、フッ化オルトケイ酸テトラエチル（FTEOS）など、あるいは
これらを任意に組み合わせたもの）、有機誘電体材料（例えば、SILK、ベンゾシクロブテ
ン、Nautilus（いずれもDow社により製造される）、ポリフルオロテトラエチレン（DuPon
t社により製造される）、FLARE（Allied Chemical社により製造される）など、あるいは
これらを任意に組み合わせたもの）、ファイバガラス、高分子材料（ポリアミド、ポリイ
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ミド、ポリエステル、ポリアセタール、ポリカーボネート、改質ポリフェニレンエーテル
、ポリブチレンテレフタレート、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルスルホン、
ポリエーテルイミド、ポリエーテルエーテルケトン、液晶ポリマー、アクリロニトリルブ
タジエンスチレン、及びこれらの任意の化合物、複合物、又は混ぜ物）など、あるいはこ
れらを任意に組み合わせたものを含んでいる。
【００２０】
II．システム－概説
　図１は、本発明の一実施形態による、ワークピースを加工するための装置を模式的に示
している。
【００２１】
　図１に示される実施形態を参照すると、ワークピース102を加工するための装置100は、
レーザパルスを生成するためのレーザ源104と、第１のポジショナ106と、第２のポジショ
ナ108と、第３のポジショナ110と、スキャンレンズ112と、コントローラ114とを含んでい
る。以下の説明を考慮すると、装置100が第２のポジショナ108を含む場合には、第１のポ
ジショナ106を含めることは任意的なものである（すなわち、装置100は第１のポジショナ
106を含む必要がない）ことを理解すべきである。同様に、装置100が第１のポジショナ10
6を含む場合には、第２のポジショナ108を含めることは任意的なものである（すなわち、
装置100は第２のポジショナ108を含む必要がない）ことを理解すべきである。最後に、第
３のポジショナ110を含めることは任意的なものである（すなわち、装置100は第３のポジ
ショナ108を含む必要がない）ことを同様に理解すべきである。
【００２２】
　図示はされていないが、装置100は、レーザ源104により生成されたレーザパルスをスキ
ャンレンズ112に至る１以上のビーム経路（例えば、ビーム経路116）に沿って集束し、拡
大し、コリメートし、成形し、偏光し、フィルタし、分割し、結合し、クロップし、ある
いは改質し、調整し、方向付けるための１以上の光学要素（例えば、ビームエキスパンダ
、ビーム整形器、アパーチャ、高調波発生結晶、フィルタ、コリメータ、レンズ、ミラー
、偏光器、波長板、回折光学素子など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもの）も含
んでいる。米国特許第4,912,487号、第5,633,747号、第5,638,267号、第5,751,585号、第
5,847,960号、第5,917,300号、第6,314,473号、第6,430,465号、第6,700,600号、第6,706
,998号、第6,706,999号、第6,816,294号、第6,947,454号、第7,019,891号、第7,027,199
号、第7,133,182号、第7,133,186号、第7,133,187号、第7,133,188号、第7,245,412号、
第7,259,354号、第7,611,745号、第7,834,293号、第8,026,158号、第8,076,605号、第8,1
58,493号、第8,288,679号、第8,404,998号、第8,497,450号、第8,648,277号、第8,680,43
0号、第8,847,113号、第8,896,909号、第8,928,853号又は上述の米国特許出願公開第2014
/0026351号、第2014/0197140号、第2014/0263201号、第2014/0263212号、第2014/0263223
号、第2014/0312013号、又はドイツ連邦特許第DE102013201968B4号、又は国際特許公開第
WO2009/087392号、あるいはこれらを任意に組み合わせたものに開示されているように、
上記のコンポーネントのうち１つ以上を設けてもよく、あるいは、装置100が１以上の付
加的なコンポーネントを含んでいてもよいこともさらに理解できよう。これらの公報のそ
れぞれは参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【００２３】
　スキャンレンズ112を通って伝搬するレーザパルスは、ビーム軸に沿って伝搬してワー
クピース102に照射される。ワークピース102に照射されたレーザパルスは、ガウス形又は
整形された形（例えば、「トップハット形」）の空間強度プロファイルを有するものとし
て特徴付けられていてもよい。空間強度プロファイルは、ビーム軸（又はビーム経路116
）に沿って伝搬するレーザパルスの断面形状としても特徴付けられていてもよい。この断
面形状は、円形、楕円形、矩形、三角形、六角形、リング型などであってもよく、あるい
は任意の形状であってもよい。加えて、そのように照射されたレーザパルスは、２μmか
ら200μmの範囲のスポットサイズでワークピース102に照射され得る。本明細書で使用さ
れる場合には、「スポットサイズ」という用語は、照射レーザパルスによって加工される



(8) JP 2019-532815 A 2019.11.14

10

20

30

40

50

ワークピース102の領域（「加工箇所」、「プロセススポット」、「スポット位置」又は
より単純に「スポット」とも呼ばれる）をビーム軸が横切る位置での照射レーザパルスの
直径又は空間的幅を意味する。本明細書における議論に関しては、スポットサイズは、ビ
ーム軸から光強度がビーム軸における光強度の1/e2に低下するところまでの径方向距離又
は横断距離として測定される。一般的に、レーザパルスのスポットサイズは、ビームウェ
ストで最小になる。しかしながら、スポットサイズを２μmよりも小さくでき、あるいは2
00μmよりも大きくできることは理解できよう。このように、ワークピース102に照射され
る少なくとも１つのレーザパルスは、２μm、３μm、５μm、７μm、10μm、15μm、30μ
m、35μm、40μm、45μm、50μm、55μm、80μm、100μm、150μm、200μmなどよりも小
さいスポットサイズ、これらよりも大きいスポットサイズ、これらと等しいスポットサイ
ズ、あるいはこれらの値のいずれかの間のスポットサイズを有することができる。一実施
形態においては、ワークピース102に照射されるレーザパルスは、25μmから60μmの範囲
のスポットサイズを有し得る。他の実施形態においては、ワークピース102に照射される
レーザパルスは、35μmから50μmの範囲のスポットサイズを有し得る。
【００２４】
　Ａ．レーザ源
　一般的に、レーザ源104はレーザパルスを生成することができる。このため、レーザ源1
04は、パルスレーザ源、QCWレーザ源、又はCWレーザ源を含み得る。レーザ源104がQCWレ
ーザ源又はCWレーザ源を含む場合、レーザ源104は、QCWレーザ源又はCWレーザ源から出力
されるレーザ放射のビームを時間的に変調するパルスゲーティングユニット（例えば、音
響光学（AO）変調器（AOM）、ビームチョッパなど）をさらに含み得る。図示されていな
いが、装置100は、レーザ源104により出力される光の波長を変換するように構成される１
以上の高調波発生結晶（「波長変換結晶」としても知られている）を必要に応じて含むこ
とができる。したがって、ワークピース102に最終的に照射されるレーザパルスは、紫外
光（UV）、可視光（例えば緑色）、赤外光（IR）、近赤外光（NIR）、短波長赤外光（SWI
R）、中波長赤外光（MWIR）、又は長波長赤外光（LWIR）の範囲の電磁スペクトル、ある
いはこれらを任意に組み合わせたもののうち１つ以上における１以上の波長を有するもの
として特徴付けられていてもよい。
【００２５】
　レーザ源104により出力されるレーザパルスは、30fsから500psの範囲にあるパルス幅又
はパルス持続時間（すなわち、時間に対する光パワーの半値全幅（FWHM）に基づく）を有
することができる。しかしながら、パルス持続時間を10fsよりも短くしてもよく、あるい
は500psよりも長くしてもよいことは理解できよう。このように、レーザ源104により出力
される少なくとも１つのレーザパルスは、10fs、15fs、30fs、50fs、75fs、100fs、150fs
、200fs、300fs、500fs、700fs、750fs、800fs、850fs、900fs、１ps、２ps、３ps、４ps
、５ps、７ps、10ps、15ps、25ps、50ps、75ps、100ps、200ps、500psなどよりも短いパ
ルス持続時間、これらよりも長いパルス持続時間、これらと等しいパルス持続時間、ある
いはこれらの値のいずれかの間のパルス持続時間を有することができる。一実施形態にお
いては、レーザ源104により出力されるレーザパルスは、10fsから１psの範囲にあるパル
ス持続時間を有している。他の実施形態においては、レーザ源104により出力されるレー
ザパルスは、500fsから900fsの範囲にあるパルス持続時間を有している。
【００２６】
　レーザ源104により出力されるレーザパルスは、100mWから50kWの範囲にある平均パワー
を有することができる。しかしながら、平均パワーを100mWよりも小さくしてもよく、あ
るいは50kWよりも大きくしてもよいことは理解できよう。このように、レーザ源104によ
り出力されるレーザパルスは、100mW、300mW、500mW、800mW、１W、２W、３W、４W、５W
、６W、７W、10W、15W、25W、30W、50W、60W、100W、150W、200W、250W、500W、２kW、３
kW、20kW、50kWなどよりも大きいか等しい平均パワー、あるいはこれらの値のいずれかの
間の平均パワーを有することができる。
【００２７】
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　レーザ源104によりレーザパルスを５kHzから１GHzの範囲にあるパルス繰り返し率で出
力することができる。しかしながら、パルス繰り返し率は、５kHzより低くてもよく、あ
るいは１GHzよりも高くてもよいことは理解できよう。このように、レーザ源104によりレ
ーザパルスを、５kHz、50kHz、100kHz、250kHz、500kHz、800kHz、900kHz、１MHz、1.5MH
z、1.8MHz、1.9MHz、２MHz、2.5MHz、３MHz、４MHz、５MHz、10MHz、20MHz、50MHz、70MH
z、100MHz、150MHz、200MHz、250MHz、300MHz、350MHz、500MHz、550MHz、700MHz、900MH
z、２GHz、10GHzなどよりも低いパルス繰り返し率、これらよりも高い繰り返し率、これ
らと等しいパルス繰り返し率、あるいはこれらの値のいずれかの間のパルス繰り返し率で
出力することができる。ある実施形態においては、パルス繰り返し率は1.5MHzから10MHz
の範囲であり得る。
【００２８】
　波長、パルス持続時間、平均パワー及びパルス繰り返し率に加えて、ワークピース102
に照射されるレーザパルスは、パルスエネルギー、ピークパワーなどのような１以上の他
の特性により特徴付けることができる。このレーザパルスは、１以上の所望の特性を有す
る１以上のフィーチャを形成するようにワークピース102又はそのコンポーネントを加工
するのに十分な（W/cm2で測定される）光強度、（J/cm2で測定される）フルエンスなどで
プロセススポットにおいてワークピース102を照射するための１以上の他の特性に基づい
て選択することができる。そのような他のパラメータの例としては、ワークピース102の
材料特性、バイトサイズ、所望の加工スループットなど、あるいはこれらを任意に組み合
わせたものに加え、波長、パルス持続時間、平均パワー及びパルス繰り返し率などの上述
した特性のうち１つ以上のものが挙げられる。本明細書で使用される場合には、「バイト
サイズ」という用語は、連続的に照射されるレーザパルスが当たるスポット領域間の中心
間距離を意味している。
【００２９】
　例えば、ワークピース102に照射されるレーザパルスは、１μJから20μJの範囲にある
パルスエネルギーを有し得る。一実施形態においては、照射されるいずれのレーザパルス
も２μJから10μJの範囲にあるパルスエネルギーを有し得る。他の実施形態においては、
照射されるいずれのレーザパルスも３μJから６μJの範囲にあるパルスエネルギーを有し
得る。しかしながら、照射されるレーザパルスのパルスエネルギーは、１μJよりも低く
てもよく、あるいは20μJよりも高くてもよいことは理解できよう。他の例においては、
ワークピース102に照射されるレーザパルスは、１μJから20μJの範囲にあるフルエンス
を有し得る。一実施形態においては、照射されるいずれのレーザパルスも２μJから10μJ
の範囲にあるパルスエネルギーを有し得る。他の実施形態においては、照射されるいずれ
のレーザパルスも２μJから６μJの範囲にあるパルスエネルギーを有し得る。しかしなが
ら、照射されるレーザパルスのパルスエネルギーは、１μJよりも低くてもよく、あるい
は20μJよりも高くてもよいことは理解できよう。
【００３０】
　レーザ源104を特徴付け得るレーザの種類の例としては、ガスレーザ（例えば、二酸化
炭素レーザ、一酸化炭素レーザ、エキシマレーザなど）、固体レーザ（例えば、Nd:YAGレ
ーザなど）、ロッドレーザ、ファイバレーザ、フォトニック結晶ロッド／ファイバレーザ
、パッシブモードロック固体バルク又はファイバレーザ、色素レーザ、モードロックダイ
オードレーザ、パルスレーザ（例えば、msパルスレーザ、nsパルスレーザ、psパルスレー
ザ、fsパルスレーザ）、CWレーザ、QCWレーザなど、あるいはこれらを任意に組み合わせ
たものが挙げられる。レーザ源104として提供され得るレーザ源の具体例としては、EOLIT
E社により製造されるBOREAS、HEGOA、SIROCCO又はCHINOOKシリーズのレーザ、PYROPHOTON
ICS社により製造されるPYROFLEXシリーズのレーザ、COHERENT社により製造されるPALADIN
 Advanced 355又はDIAMONDシリーズのレーザ、TRUMPF社により製造されるTRUFLOWシリー
ズのレーザ（例えば、TRUFLOW 2000、2700、3200、3600、4000、5000、6000、7000、8000
、10000、12000、15000、20000）、TRUDISKシリーズ、TRUPULSEシリーズ、TRUDIODEシリ
ーズ、TRUFIBERシリーズ、又はTRUMICROシリーズのレーザ、IMRA AMERICA社により製造さ
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れるFCPAμJEWEL又はFEMTOLITEシリーズのレーザ、AMPLITUDE SYSTEMES社により製造され
るTANGERINE及びSATSUMAシリーズのレーザ（及びMIKAN及びT-PULSEシリーズの発振器）、
IPG PHOTONICS社により製造されるCLシリーズ、CLPFシリーズ、CLPNシリーズ、CLPNTシリ
ーズ、CLTシリーズ、ELMシリーズ、ELPFシリーズ、ELPNシリーズ、ELPPシリーズ、ELRシ
リーズ、ELSシリーズ、FLPNシリーズ、FLPNTシリーズ、FLTシリーズ、GLPFシリーズ、GLP
Nシリーズ、GLRシリーズ、HLPNシリーズ、HLPPシリーズ、RFLシリーズ、TLMシリーズ、TL
PNシリーズ、TLRシリーズ、ULPNシリーズ、ULRシリーズ、VLMシリーズ、VLPNシリーズ、Y
LMシリーズ、YLPFシリーズ、YLPNシリーズ、YLPPシリーズ、YLRシリーズ、YLSシリーズ、
FLPMシリーズ、FLPMTシリーズ、DLMシリーズ、BLMシリーズ、又はDLRシリーズのレーザ（
例えば、GPLN-100-M、GPLN-500-QCW、GPLN-500-M、GPLN-500-R、GPLN-2000-Sなどを含む
）、又はこれに類するもの、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののような１以上の
レーザ源が挙げられる。
【００３１】
　Ｂ．第１のポジショナ
　第１のポジショナ106は、ビーム経路116に配置され、位置付けられ、あるいは設置され
ており、レーザ源104により生成されたレーザパルスを回折し、反射し、屈折し、又はこ
れに類似することを行い、あるいはこれらを任意に組み合わせてビーム経路116を移動し
、その結果、ワークピース102に対してビーム軸を移動させるように動作することができ
る。一般的に、第１のポジショナ106は、Ｘ軸（又はＸ方向）及びＹ軸（又はＹ方向）に
沿ってビーム軸をワークピース102に対して移動させるように構成される。図示されてい
ないが、Ｙ軸（又はＹ方向）は、図示されたＸ軸（又はＸ方向）及びＺ軸（又はＺ方向）
に直交する軸（又は方向）を意味するものと理解できよう。
【００３２】
　第１のポジショナ106によりなされるワークピース102に対するビーム軸の移動は、概し
て、Ｘ方向及びＹ方向に0.01mmから4.0mm延びる第１のスキャンフィールド又は「第１の
スキャニング範囲」内でプロセススポットをスキャン、移動あるいは位置決めできるよう
に制限される。しかしながら、第１のスキャニング範囲は、（例えば、第１のポジショナ
106の構成、ビーム経路116に沿った第１のポジショナ106の位置、第１のポジショナ106に
入射するレーザパルスのビームサイズ、スポットサイズなどの１以上のファクタに応じて
）Ｘ方向又はＹ方向のいずれかに0.01mmよりも短く延びていてもよく、あるいは4.0mmよ
りも長く延びていてもよいことは理解できよう。このように、第１のスキャニング範囲は
、Ｘ方向及びＹ方向のいずれかに、0.04mm、0.1mm、0.5mm、1.0mm、1.4mm、1.5mm、1.8mm
、２mm、2.5mm、3.0mm、3.5mm、4.0mm、4.2mmなどよりも長い距離、これらと等しい距離
、あるいはこれらの値のいずれかの間の距離だけ延びていてもよい。本明細書で使用され
る場合には、「ビームサイズ」という用語は、レーザパルスの直径又は幅を意味し、ビー
ム軸から光学強度がビーム軸での光強度の1/e2にまで下がるところまでの半径方向距離又
は横断距離として測定され得る。
【００３３】
　一般的に、第１のポジショナ106がビーム軸を移動させ、これによりプロセススポット
を位置決めできる帯域幅（すなわち第１の位置決め帯域幅）は、50kHz（又はその前後）
から10MHz（又はその前後）の範囲にある。このように、第１のポジショナ106は、20μs
（又はその前後）ごとに１スポット位置から0.1μs（又はその前後）ごとに１スポット位
置までの範囲の位置決め速度（第１の位置決め帯域幅から得られる）でプロセススポット
を第１のスキャニング範囲内の任意の位置に位置決めすることができる。位置決め速度の
逆数は、本明細書では「位置決め時間」と呼ばれ、プロセススポットの位置を第１のスキ
ャニング範囲内のある位置から第１のスキャニング範囲内の任意の他の位置に変えるため
に必要な期間を意味する。このように、第１のポジショナ106は、20μs（又はその前後）
から0.1μs（又はその前後）の範囲の位置決め時間により特徴付けることができる。一実
施形態においては、第１の位置決め帯域幅は、100kHz（又はその前後）から２MHz（又は
その前後）の範囲にある。例えば、第１の位置決め帯域幅は１MHz（又はその前後）であ
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る。
【００３４】
　第１のポジショナ106は、マイクロエレクトロメカニカルシステム（MEMS）ミラー又は
ミラーアレイ、AO偏向器（AOD）システム、電気光学偏向器（EOD）システム、圧電アクチ
ュエータ、電歪アクチュエータ、ボイスコイルアクチュエータなどを組み込んだファース
トステアリングミラー（FSM）要素、又はこれに類似するもの、あるいはこれらを任意に
組み合わせたものであり得る。一実施形態においては、第１のポジショナ106は、少なく
とも１つ（例えば、１つ、２つなど）の単一素子AODシステム、少なくとも１つ（例えば
、１つ、２つなど）のフェイズドアレイAODシステムなど、あるいはこれらを任意に組み
合わせたものを含むAODシステムである。双方のAODシステムは、結晶Ge、PbMoO4、又はTe
O2、ガラス状SiO2、石英、As2S3などの材料から形成されるAOセルを含んでいる。しかし
ながら、前者は、AOセルに音響的に連結された単一の超音波変換器を含んでおり、後者は
、共通のAOセルに音響的に連結された少なくとも２つの超音波変換器からなるフェイズド
アレイを含んでいる。
【００３５】
　AODシステムのいずれかを、ビーム経路116を偏向することにより、（例えば、単一の方
向に沿ってビーム軸を移動するように構成される）単軸AODシステムとして、又は（例え
ば、複数の方向、例えばＸ方向及びＹ方向に沿ってビーム軸を移動するように構成される
）多軸AODシステムとして提供してもよい。一般的に、多軸AODシステムは、マルチセルシ
ステム又はシングルセルシステムとすることができる。マルチセル多軸システムは、典型
的には、それぞれ異なる軸に沿ってビーム軸を移動するように構成される複数のAODシス
テムを含んでいる。例えば、マルチセル多軸システムは、Ｘ方向に沿ってビーム軸を移動
するように構成される第１のAODシステム（例えば「Ｘ軸AODシステム」）（例えば、単一
素子又はフェイズドアレイAODシステム）と、Ｙ方向に沿ってビーム軸を移動するように
構成される第２のAODシステム（例えば「Ｙ軸AODシステム」）（例えば、単一素子又はフ
ェイズドアレイAODシステム）とを含むことができる。シングルセル多軸システム（例え
ば「Ｘ／Ｙ軸AODシステム」）は、典型的には、Ｘ方向及びＹ方向に沿ってビーム軸を移
動するように構成される単一のAODシステムを含んでいる。例えば、シングルセルシステ
ムは、共通のAOセルの異なる平面、ファセット、側面などと音響的に結合された少なくと
も２つの超音波変換器を含むことができる。
【００３６】
　Ｃ．第２のポジショナ
　第１のポジショナ106と同様に、第２のポジショナ108は、ビーム経路116に設置され、
レーザ源104により生成され、第１のポジショナ106を通過したレーザパルスを回折し、反
射し、屈折し、又はこれに類似することを行い、あるいはこれらを任意に組み合わせて、
スキャンレンズ112に対するビーム経路116の移動を介して、ワークピース102に対して（
例えば、Ｘ方向及びＹ方向に沿って）ビーム軸を移動するように動作することができる。
第２のポジショナ108により行われる、ワークピース102に対するビーム軸の移動は、概し
て、第１のスキャニング範囲よりも大きな領域にわたってＸ方向及び／又はＹ方向に延び
る第２のスキャンフィールド又は「スキャニング範囲」内でプロセススポットをスキャン
、移動あるいは位置決めできるように制限される。本明細書で述べられる構成では、第１
のポジショナ106により行われるビーム軸の移動を第２のポジショナ108により行われるビ
ーム軸の移動に重ねることができることは理解すべきである。このように、第２のポジシ
ョナ108は、第２のスキャニング範囲内で第１のスキャニング範囲をスキャンするように
動作可能である。
【００３７】
　一実施形態においては、第２のスキャニング範囲は、Ｘ方向及び／又はＹ方向に１mmか
ら50mm延びている。しかしながら、第２のスキャニング範囲がＸ方向／又はＹ方向のいず
れかに１mm未満又は50mmよりも長く延びるように第２のポジショナ108が構成されていて
もよいことは理解できよう。このように、ある実施形態においては、（例えば、Ｘ方向又
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はＹ方向、あるいはその他の方向における）第２のスキャニング範囲の最大寸法は、ワー
クピース102に形成されるフィーチャ（例えば、ビア、トレンチ、スクライブライン、凹
部、導電トレースなど）の対応する最大寸法（ＸＹ平面で測定される）以上であり得る。
しかしながら、他の実施形態においては、第２のスキャニング範囲の最大寸法は、形成さ
れるフィーチャの最大寸法未満であり得る。
【００３８】
　一般的に、第２のポジショナ108がビーム軸を移動して、プロセスを位置決め（これに
より第２のスキャニング範囲内で第１のスキャニング範囲をスキャン）できる帯域幅（す
なわち第２の位置決め帯域幅）は、第１の位置決め帯域幅よりも狭い。一実施形態におい
ては、第２の位置決め帯域幅は、900Hzから５kHzの範囲にある。他の実施形態においては
、第１の位置決め帯域幅は、２kHzから３kHz（例えば約2.5kHz）の範囲にある。例えば、
第２のポジショナ108は、２つのガルバノメータミラーコンポーネントを含むガルバノメ
ータミラーシステムとして提供される。１つのガルバノメータミラーコンポーネントは、
ワークピース102に対してＸ方向に沿ってビーム軸を移動するように構成されており、他
のガルバノメータミラーコンポーネントは、ワークピース102に対してＹ方向に沿ってビ
ーム軸を移動するように構成されている。しかしながら、他の実施形態においては、第２
のポジショナ108は、回転多面鏡システムなどとして提供されてもよい。このように、第
２のポジショナ108及び第１のポジショナ106の特定の構成によっては、第２の位置決め帯
域幅が第１の位置決め帯域幅以上であってもよいことは理解されよう。
【００３９】
　Ｄ．第３のポジショナ
　第３のポジショナ110は、スキャンレンズ112に対してワークピース102を移動させ、こ
の結果、ビーム軸に対してワークピース102を移動させるように動作することができる。
ビーム軸に対するワークピース102の移動は、概して、第２のスキャニング範囲よりも大
きな領域にわたってＸ方向及び／又はＹ方向に延びる第３のスキャンフィールド又は「ス
キャニング範囲」内でプロセススポットをスキャン、移動あるいは位置決めできるように
制限される。一実施形態においては、第３のスキャニング範囲は、Ｘ方向及び／又はＹ方
向に25mmから２m延びている。他の実施形態においては、第３のスキャニング範囲は、Ｘ
方向及び／又はＹ方向に0.5mから1.5m延びている。一般的に、（例えば、Ｘ方向又はＹ方
向、あるいはその他の方向における）第３のスキャニング範囲の最大寸法は、ワークピー
ス102に形成されるフィーチャの対応する最大寸法（ＸＹ平面で測定される）以上である
。必要に応じて、第３のポジショナ110は、Ｚ方向に（例えば、１mmから50mmの範囲にわ
たって）延びるスキャニング範囲内でビーム軸に対してワークピース102を移動させるよ
うに構成されていてもよい。このため、第３のスキャニング範囲は、Ｘ方向、Ｙ方向及び
／又はＺ方向に沿って延びていてもよい。
【００４０】
　本明細書で述べられる構成では、第１のポジショナ106及び／又は第２のポジショナ108
により行われるビーム軸の移動を第３のポジショナ110により行われるワークピース102の
移動に重ねることができることは理解すべきである。このように、第３のポジショナ110
は、第３のスキャニング範囲内で第１のスキャニング範囲及び／又は第２のスキャニング
範囲をスキャンするように動作可能である。一般的に、第３のポジショナ110がプロセス
スポットを位置決め（これにより第３のスキャニング範囲内で第１のスキャニング範囲及
び／又は第２のスキャニング範囲をスキャン）できる帯域幅は、第２の位置決め帯域幅よ
りも狭い（例えば、10Hz又はその前後、あるいはそれ未満）。
【００４１】
　一実施形態においては、第３のポジショナ110は、（例えば、それぞれＸ方向、Ｙ方向
及び／又はＺ方向に沿ってワークピース102を並進移動可能な）１以上の直動ステージ、
（例えば、それぞれＸ方向、Ｙ方向及び／又はＺ方向に平行な軸を中心とした回転移動を
ワークピース102に与えることが可能な）１以上の回転ステージ、これに類似するもの、
あるいはこれらを任意に組み合わせたものとして提供される。一実施形態においては、第
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３のポジショナ110は、ワークピース102をＸ方向に沿って移動するためのＸ軸ステージと
、Ｘ軸ステージにより支持され（これによりＸ軸ステージによりＸ方向に沿って移動可能
であり）、ワークピース102をＹ方向に沿って移動するためのＹ軸ステージとを含んでい
る。図示はされていないが、装置100は、第３のポジショナ110に連結されたオプションの
チャックを含んでいてもよく、このチャックにワークピース102をクランプ、固着、保持
、固定あるいは支持することができる。図示はされていないが、装置100は、第３のポジ
ショナ110を支持するオプションのベースを含んでいてもよい。
【００４２】
　これまで述べてきたように、装置100は、いわゆる「スタック型」位置決めシステムを
用いている。すなわち、第１のポジショナ106、第２のポジショナ108、スキャンレンズ11
2などのコンポーネントの位置が、第３のポジショナ110を介して移動されるワークピース
102に対して（例えば、当該技術分野において知られているような１以上の支持部、フレ
ームなどを介して）装置100内で静止したままである。他の実施形態においては、第１の
ポジショナ106、第２のポジショナ108、スキャンレンズ112などの１以上のコンポーネン
トを移動させるように第３のポジショナ110を配置及び構成してもよく、ワークピース102
を静止したままにしてもよい。さらに他の実施形態においては、装置100は、第１のポジ
ショナ106、第２のポジショナ108、スキャンレンズ112などの１以上のコンポーネントが
１以上の直動ステージ又は回転ステージにより搬送され、１以上の直動ステージ又は回転
ステージがワークピース102を移動するように配置及び構成されるスプリット軸位置決め
システムを用いることもできる。このように、第３のポジショナ110は、第１のポジショ
ナ106、第２のポジショナ108、スキャンレンズ112などのうち１つ以上の移動に加えて、
ワークピース102の移動を生じさせる。装置100において有利にあるいは有効に利用され得
るスプリット軸位置決めシステムの例としては、米国特許第5,751,585号、第5,798,927号
、第5,847,960号、第6,706,999号、第7,605,343号、第8,680,430号、第8,847,113号、又
は米国特許出願公開第2014/0083983号に開示されたもののいずれか、あるいはこれらを任
意に組み合わせたものが挙げられる。これらの公報のそれぞれはその全体が参照により本
明細書に組み込まれる。
【００４３】
　他の実施形態においては、第１のポジショナ106、第２のポジショナ108、スキャンレン
ズ112などの１以上のコンポーネントは、多軸関節ロボットアーム（例えば、２軸、３軸
、４軸、５軸、又は６軸アーム）により搬送され得る。そのような実施形態においては、
第２のポジショナ108及び／又はスキャンレンズ112は、必要に応じて、ロボットアームの
エンドエフェクタとして搬送され得る。さらに他の実施形態においては、ワークピース10
2は、多軸関節ロボットアームのエンドエフェクタ上で直接（すなわち第３のポジショナ1
10なしで）搬送され得る。さらに他の実施形態においては、第３のポジショナ110は、多
軸関節ロボットアームのエンドエフェクタ上で搬送され得る。
【００４４】
　Ｄ．スキャンレンズ
　（例えば、単純なレンズ又は複合レンズのいずれかとして提供される）スキャンレンズ
112は、一般的には、典型的には所望のプロセススポットに位置決めできるようなビーム
ウェストを生成するようにビーム経路に沿って方向付けられたレーザパルスを集束するよ
うに構成されている。スキャンレンズ112は、ｆシータレンズ、テレセントリックレンズ
、アキシコンレンズ（この場合には、一連のビームウェストが生成され、ビーム軸に沿っ
て互いにずれた複数のプロセススポットが生成される）など、あるいはこれらを任意に組
み合わせたものとして提供され得る。
【００４５】
　Ｅ．コントローラ
　一般的に、コントローラ114は、レーザ源104、第１のポジショナ106、第２のポジショ
ナ108、第３のポジショナ110、レンズアクチュエータなどの装置100の１以上のコンポー
ネントと（例えば、USB、Ethernet、Firewire、Wi-Fi、RFID、NFC、Bluetooth、Li-Fiな
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ど、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののような１以上の有線又は無線通信リンク
を介して）通信可能に連結されており、これらのコンポーネントは、コントローラ114に
より出力される１以上の制御信号に応じて動作可能となっている。
【００４６】
　例えば、コントローラ114は、ビーム軸とワークピースとの間で相対移動を行い、ワー
クピース102内で軌跡（本明細書においては「プロセス軌跡」とも呼ばれる）に沿ってプ
ロセススポットとワークピース102との間で相対運動を生じさせるように第１のポジショ
ナ106、第２のポジショナ108、又は第３のポジショナ110の動作を制御し得る。これらの
ポジショナのうち任意の２つ、又はこれらのうちの３つすべてが、２つのポジショナ（例
えば、第１のポジショナ106及び第２のポジショナ108、第１のポジショナ106及び第３の
ポジショナ110、第２のポジショナ108及び第３のポジショナ110）又は３つのポジショナ
が同時にプロセススポットとワークピース102との間で相対移動を生じさせる（これによ
り、ビーム軸とワークピースとの間で「複合相対移動」を生じさせる）ように制御されて
もよいことは理解できよう。もちろん、任意の時点で、プロセススポットとワークピース
102との間で相対移動を生じさせる（これにより、ビーム軸とワークピースとの間で「非
複合相対移動」を生じさせる）ように１つのポジショナ（例えば、第１のポジショナ106
、第２のポジショナ108又は第３のポジショナ110）だけを制御することも可能である。複
合又は非複合相対移動を指示する制御信号を予め計算してもよいし、あるいはリアルタイ
ムで決定してもよい。
【００４７】
　一般的に、コントローラ114は、命令を実行する際に上述した制御信号を生成するよう
に構成される１以上のプロセッサを含んでいる。プロセッサは、命令を実行するように構
成されるとプログラマブルプロセッサ（例えば、１以上の汎用コンピュータプロセッサ、
マイクロプロセッサ、デジタル信号プロセッサなど、あるいはこれらを任意に組み合わせ
たものを含む）として提供され得る。プロセッサにより実行可能な命令は、ソフトウェア
、ファームウェアなど、あるいは、プログラマブルロジックデバイス（PLD）、フィール
ドプログラマブルゲートアレイ（FPGA）、フィールドプログラマブルオブジェクトアレイ
（FPOA）、特定用途向け集積回路（ASIC）を含む（デジタル回路、アナログ回路、アナロ
グ／デジタル混合回路を含む）好適な形態の回路など、あるいはこれらを任意に組み合わ
せて実現され得る。命令の実行は、１つのプロセッサ上で行ってもよく、複数のプロセッ
サに分散させてもよく、１つのデバイス内又はデバイスのネットワークにわたる複数のプ
ロセッサにわたって並行に行っても、あるいはこれに類する方法でも、あるいはこれらを
任意に組み合わせて行ってもよい。
【００４８】
　一実施形態においては、コントローラ114は、（例えば、１以上の有線又は無線通信リ
ンクを介して）プロセッサによりアクセス可能なコンピュータメモリのような有形媒体を
含んでいる。本明細書で使用される場合には、「コンピュータメモリ」は、磁気媒体（例
えば、磁気テープ、ハードディスクドライブなど）、光学ディスク、揮発性又は不揮発性
半導体メモリ（例えば、RAM、ROM、NAND型フラッシュメモリ、NOR型フラッシュメモリ、S
ONOSメモリなど）などを含んでおり、ローカルアクセス可能なもの、又は（例えばネット
ワークを通じて）遠隔アクセス可能なもの、又はこれらを組み合わせたものであってもよ
い。一般的に、命令は、コンピュータソフトウェア（例えば、実行コード、ファイル、命
令など、ライブラリファイルなど）として格納され得る。そのようなコンピュータソフト
ウェアは、例えば、C、C++、Visual Basic、Java、Python、Tel、Perl、Scheme、Rubyな
どによって書かれ、当業者によって本明細書で述べられた説明から簡単に作成することが
できる。コンピュータソフトウェアは、通常、コンピュータメモリにより伝達される１以
上のデータ構造に格納される。
【００４９】
　図示はされていないが、１以上のドライバ（例えば、RFドライバ、サーボドライバ、ラ
インドライバ、電源など）が、レーザ源104、第１のポジショナ106、第２のポジショナ10
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8、第３のポジショナ110、レンズアクチュエータなどのような１以上のコンポーネントの
入力と通信可能に連結され得る。一実施形態においては、それぞれのドライバは、典型的
には、コントローラ114が通信可能に連結される入力を含んでおり、これにより、コント
ローラ114は１以上の制御信号（例えばトリガ信号など）を生成可能となっている。この
制御信号は、装置100の１以上のコンポーネントに関連付けられた１以上のドライバの入
力に伝達され得る。このように、レーザ源104、第１のポジショナ106、第２のポジショナ
108、第３のポジショナ110、レンズアクチュエータなどのコンポーネントは、コントロー
ラ114により生成された制御信号に応答するようになっている。
【００５０】
　他の実施形態においては、図示はされていないが、１以上の付加的なコントローラ（例
えば、コンポーネント固有のコントローラ）が、必要に応じて、レーザ源104、第１のポ
ジショナ106、第２のポジショナ108、第３のポジショナ110、レンズアクチュエータなど
のコンポーネントと通信可能に連結された（そして当該コンポーネントに関連付けられた
）ドライバの入力と通信可能に連結され得る。この実施形態において、それぞれのコンポ
ーネント固有のコントローラは、コントローラ114と通信可能に連結され、コントローラ1
14から受信した１以上の制御信号に応答して１以上の制御信号（例えばトリガ信号など）
を生成可能であってもよい。この１以上の制御信号は、その後、これと通信可能に連結さ
れたドライバの入力に伝達され得る。この実施形態において、コンポーネント固有のコン
トローラは、コントローラ114に関して述べたのと同様に構成され得る。
【００５１】
　１以上のコンポーネント固有のコントローラが設けられる他の実施形態においては、あ
るコンポーネント（例えばレーザ源104）に関連付けられたコンポーネント固有のコント
ローラは、あるコンポーネント（例えば第１のポジショナ106など）に関連付けられたコ
ンポーネント固有のコントローラと通信可能に連結され得る。この実施形態においては、
コンポーネント固有のコントローラのうち１つ以上が、１以上の他のコンポーネント固有
のコントローラから受信した１以上の制御信号に応答して、１以上の制御信号（例えばト
リガ信号など）を生成可能である。
【００５２】
III．ワークピース材料の除去に関する実験結果
　ある実施形態によれば、以下でより詳細に述べるように、装置100は、ワークピース102
の一部を除去して１以上のフィーチャ（例えば、開口、スロット、ビア、溝、トレンチ、
スクライブライン、切溝、凹部領域など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもの）を
形成することによりワークピース102を加工するように構成されたレーザ源104を備えてい
る。加工の結果として生成された表面は、以下、「加工済ワークピース表面」といい、側
壁、底面など、又はこれらの任意の一部又は任意の組み合わせを含み得る。これらの実施
形態においては、超短パルス持続時間を有するレーザパルスを高い繰り返し率でワークピ
ース102に照射することによりワークピース102から材料が除去される。
【００５３】
　様々な研究によれば、（数十ps未満のパルス持続時間を有するレーザパルスを用いる）
超短パルス方式におけるレーザ材料加工は、それよりも長いパルスに比べて数多くの利点
を有していることが示されている。ピコ秒及びフェムト秒でのレーザ相互作用の熱的衝撃
は非常に限定的であり、付帯的なダメージを最小限としつつ、レーザエネルギーの放散を
小さな光学的侵入深さに制限することができる。正確に制限されたこのレーザ「加熱」に
より、下地のバルク材料へのエネルギー損失が最小限になり、効率的で制御可能なアブレ
ーションプロセスを実現することができる。超短パルス持続時間によって、さらに、相当
な量のアブレーションプルーム及び／又はプラズマが生じる前にレーザエネルギーの多く
の部分がワークピース102に確実に伝達することとなる。これよりも長いパルス持続時間
のレーザパルスでは、プラズマ反射、プラズマ散乱及びプルーム散乱、及びプルーム加熱
のためにそのような効率的なエネルギー結合は実現できない。超短レーザパルスが高いパ
ルス繰り返し率（すなわち100kHzを超える）で照射される場合には、プロセススポットに
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以前に照射されたレーザパルスにより生じた熱が、そのスポットから完全に放出されず、
その熱の少なくとも一部が、次のレーザパルスが照射されるまでワークピース102内のそ
のスポットの近傍に存在することも一般的に知られている。したがって、以前に照射され
たプロセススポットの近傍のワークピース102の領域内に熱が蓄積する傾向があり、この
結果、続いて照射されるレーザパルスをワークピース102の加熱された領域に照射するこ
とができる。加熱された領域に超短レーザパルスが照射される場合には、温度が上昇する
ことが、デブリの生成を減少しつつ、レーザと材料との間の相互作用に良い影響を与え効
率的な材料除去を高める手助けとなり得る。
【００５４】
　しかしながら、本発明者等は、（パルス繰り返し率に加え）フルエンス、平均パワー、
パルスエネルギー、バイトサイズ及びスポットサイズなどのパラメータ及びこれらのパラ
メータのうち２つ以上を様々に組み合わせたものが、加工済ワークピース表面の表面形態
に影響を与えることがあり、場合によっては、加工中のデブリの生成に影響を与えること
があることを発見した。以下では、本発明者等の広範な実験的研究の間に発見された新規
かつ予想できなかった関係の例を挙げる。これらの実験においては、加工されるワークピ
ース102の材料は、照射されるレーザパルスにおける光の波長に対して「透過的」ではな
かった（あるいは「非透過的」であった）。この文脈において、材料が、照射されるレー
ザパルスの特定の帯域幅内において線形吸収スペクトルと厚さを有しており、材料を（ビ
ーム軸に沿って）透過する光の割合が99％未満、97％未満、95％未満、90％未満、75％未
満、50％未満、25％未満、15％未満、10％未満、５％未満、１％未満である場合に、その
材料は「非透過的」であると言える。
【００５５】
　Ａ．バイトサイズとデブリ生成との間の関係
　図２は、この例ではシリコンウェハとして提供されたワークピース102の表面に形成さ
れたトレンチ（a）から（e）の（上面から撮影した）顕微鏡写真を示している。ビーム軸
とワークピース102との間で相対移動を生じさせつつ、レーザパルスが照射され、左から
右に延びるプロセス軌跡に沿ってレーザパルスが照射される。それぞれのトレンチの開始
端は、顕微鏡写真の左側に示されており、トレンチ（a）から（c）の終了端は右側に示さ
れている。トレンチ（d）及び（e）の終了端の外観は、トレンチ（c）の終了端の外観と
実質的に同一であった。
【００５６】
　トレンチ（a）から（e）のそれぞれは、スポットサイズ35μm、パルス持続時間800fs、
パルスエネルギー６μJのレーザパルスをパルス繰り返し率1855kHzでビーム軸に沿って伝
搬させることにより形成された。連続的に照射されるレーザパルスがトレンチ（a）につ
いてはバイトサイズ0.5μmで、トレンチ（b）についてはバイトサイズ0.475μmで、トレ
ンチ（c）についてはバイトサイズ0.5μmで、トレンチ（d）についてはバイトサイズ0.42
5μmで、トレンチ（e）についてはバイトサイズ0.4μmでワークピース102に当たるように
ビーム軸とワークピース102との間で相対移動を生じさせた。トレンチ（a）から（e）は
、照射レーザパルスを単一パスでプロセス軌跡に沿ってスキャンすることによって形成さ
れた。
【００５７】
　図２に示されるように、トレンチの内側及び外側の両方でデブリが顕著に目立って形成
されたトレンチ（a）を形成するようにパラメータを選択した。この結果、加工済ワーク
ピース表面が粗くなり、トレンチのエッジに沿った加工済領域の外側のワークピース表面
も粗くなった。バイトサイズを0.5μmから0.475μmに減少させると、トレンチ形成プロセ
スによりトレンチ（b）の長さの多くの部分に沿ってデブリが生じるが、トレンチ（b）の
端部及びその近傍ではデブリが検出されないことが分かる。トレンチ（b）を形成し始め
てから目立ったデブリの生成がなくなるまで約850μsが経過したと予測される（すなわち
、デブリ遷移期間は約850μsであった）。トレンチ（c）、（d）及び（e）の形成中にそ
れぞれバイトサイズを0.45μmから0.425μm、0.4μmとさらに減少させると、デブリ遷移
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期間はそれぞれ約600μs、約320μs及び約305μsに短縮された。
【００５８】
　特定の理論に拘束されることは望んでいないが、本発明者等は、（スポットサイズ、パ
ルス持続時間、パルスエネルギー及びパルス繰り返し率を一定に保持しつつ）バイトサイ
ズを減少させることにより、ワークピースにおいてレーザパルスが連続的に照射される空
間領域が減少するため、デブリ遷移期間が短くなると考えている。これにより、照射され
たプロセススポットを局所的に取り囲むワークピース102内の領域に熱が蓄積し得る。デ
ブリ遷移期間が経過した後、これらの領域の一部（すなわち、プロセス軌跡に沿って位置
している領域）の温度は上昇したまま（すなわち、除去される材料の融解温度と気化温度
との間）となる。ワークピース102のこれらの領域内に残った残留熱によって、目立った
デブリを生じることのない、内部の材料の効率的なアブレーションが可能となる。
【００５９】
　Ｂ．パルスエネルギーとデブリ生成との間の関係
　図３は、この例ではシリコンウェハとして提供されたワークピース102の表面に形成さ
れたトレンチ（a）から（e）の（上面から撮影した）顕微鏡写真を示している。ビーム軸
とワークピース102との間で相対移動を生じさせつつ、レーザパルスが照射され、左から
右に延びるプロセス軌跡に沿ってレーザパルスが照射される。それぞれのトレンチの開始
端のみが示されている。
【００６０】
　トレンチ（a）から（e）のそれぞれは、スポットサイズ35μm、パルス持続時間800fsの
レーザパルスをパルス繰り返し率1979kHzでビーム軸に沿って伝搬させることにより形成
された。連続的に照射されるレーザパルスがそれぞれのトレンチについてバイトサイズ0.
5μmでワークピース102に当たるようにビーム軸とワークピース102との間で相対移動を生
じさせた。ワークピース102に照射されたレーザパルスは、トレンチ（a）の形成中は６μ
Jのパルスエネルギーを有し、トレンチ（b）に対しては５μJのパルスエネルギーを有し
、トレンチ（c）に対しては４μJのパルスエネルギーを有し、トレンチ（d）に対しては
３μJのパルスエネルギーを有し、トレンチ（e）に対しては２μJのパルスエネルギーを
有していた。トレンチ（a）から（e）は、照射レーザパルスを単一パスでプロセス軌跡に
沿ってスキャンすることによって形成された。
【００６１】
　図３に示されるように、トレンチの外側の開始端の近傍でデブリが顕著に目立って形成
されたトレンチ（a）を形成するようにパラメータを選択した。この結果、加工済み領域
の外側のワークピース表面が粗くなり（開始端から離れたトレンチに沿ってより目立たな
くなり）、トレンチ内の加工済ワークピース表面は比較的滑らかになった。パルスエネル
ギーを６μJから５μJに下げると、トレンチ形成プロセスによりトレンチの外側の開始端
の近傍でデブリが顕著に目立って形成され（開始端から離れたトレンチに沿ってもデブリ
が目立つ）、加工済み領域の外側のワークピース表面が粗くなることが分かる。トレンチ
（b）内の加工済ワークピース表面は、トレンチ（a）内の加工済ワークピース表面ほど滑
らかではなかった。さらにパルスエネルギーを４μJに下げると、トレンチ形成プロセス
によりトレンチ（c）の開始端においてデブリが顕著に目立って生成され、加工済み領域
の外側のワークピース表面が粗くなり、トレンチ（c）内の加工済ワークピース表面も粗
くなる。また、トレンチ（a）から（c）の長辺に沿って、開始端から終了端まで改鋳材料
の稜線の形態でデブリが存在した。さらにパルスエネルギーを３μJに下げると、トレン
チ形成プロセスによりトレンチ（d）の開始端の内部及びその周囲にデブリが目立って形
成され、加工済み領域の外側のワークピース表面が粗くなり、トレンチ（d）内の加工済
ワークピース表面も粗くなることがわかる。しかしながら、比較的短いデブリ遷移期間の
後、目立ったデブリの生成は見られなかった。トレンチ（d）の開始端からの距離が増加
すると、改鋳材料の稜線も消えた。さらにパルスエネルギーを２μJに下げると、トレン
チ（e）の開始端又はその近傍のトレンチ（e）の外側で非常に少ない量のデブリが生成さ
れ、トレンチ内には目立ったデブリがないことがわかる。しかしながら、トレンチ（e）
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内の加工済ワークピース表面は滑らかであり、著しいデブリは見られなかった。トレンチ
（e）の外側で改鋳材料の稜線も見られなかった。
【００６２】
　Ｃ．デブリ生成に対するスケーリングの影響
　図４は、レーザ加工済フィーチャ（a）及び（b）の（上面から撮影した）顕微鏡写真を
示している。いずれのレーザ加工済フィーチャも、この例ではシリコンウェハとして提供
されるワークピース102の表面に形成された１組の交差スクライブラインを含んでいる。
【００６３】
　フィーチャ（a）及び（b）を形成するために、ビーム軸とワークピース102との間で相
対移動を生じさせつつ、レーザパルスがワークピース102に照射された。それぞれのスク
ライブラインに対して３本の平行なスキャンラインを含むプロセス軌跡に沿ってレーザパ
ルスが照射され、それぞれのスキャンラインは単一のパスで行われた。フィーチャ（a）
及び（b）のそれぞれは、パルス持続時間800fsのレーザパルスをパルス繰り返し率1855kH
zでビーム軸に沿って伝搬させることにより形成された。フィーチャ（a）の形成中にワー
クピース102に照射されたレーザパルスは、25μmのスポットサイズと3.14μJのパルスエ
ネルギーを有しており、連続的に照射されるレーザパルスがバイトサイズ0.1μmでワーク
ピース102に当たるようにビーム軸とワークピース102との間で相対移動を生じさせた。フ
ィーチャ（b）の形成中にワークピース102に照射されたレーザパルスは、35μmのスポッ
トサイズと6.16μJのパルスエネルギーを有しており、連続的に照射されるレーザパルス
がバイトサイズ0.25μmでワークピース102に当たるようにビーム軸とワークピース102と
の間で相対移動を生じさせた。
【００６４】
　図４から明らかなように、フィーチャ（a）の形成中にかなりの量のデブリが生成され
、スクライブラインの加工済ワークピース表面は粗くなり、孔や他のダメージが目に見え
た。これに対して、フィーチャ（b）の形成中には実質的にデブリは生成されず、得られ
たスクライブラインの加工済ワークピース表面は滑らかで、実質的にデブリの堆積もなか
った。注：点線の円で囲ったフィーチャ（b）の領域においては、かなりのデブリが生成
され堆積した。この領域は、２回加工されたフィーチャの領域に対応している。
【００６５】
　Ｄ．バイトサイズ、フルエンス及びパルス繰り返し率の表面粗さ及び材料除去速度との
関係
　図５は、この例ではシリコンウェハとして提供されるワークピース102に、２つのパル
ス繰り返し率（すなわち927kHz以下と1855kHz以下）のうちの１つでレーザパルスをビー
ム軸に沿って伝搬させつつ、照射されるレーザパルスを加工軌跡に沿って単一パスでスキ
ャンすることにより形成されるトレンチ内の加工済ワークピース表面の平均表面粗さ（Ra
）と、トレンチ形成プロセス中の材料除去速度（面積um2）との関係を、バイトサイズ（
μmの単位で測定される）及びフルエンス（J/cm2の単位で測定される）の関数として示す
１組のグラフを示している。平均表面粗さ（Ra）は、50倍の対物レンズを有するキーエン
ス社３次元共焦点走査型顕微鏡を用いて測定した。
【００６６】
　図５から明らかなように、0.2μmより大きなバイトサイズでは、加工済ワークピース表
面の平均表面粗さは、約0.25μm以下に低下し、鏡のように滑らかな表面仕上げに近づく
。試験されたすべてのバイトサイズ及びフルエンスレベルに関して、1855kHz以下のパル
ス繰り返し率で照射されるレーザパルスを用いて得られる加工済ワークピース表面の平均
表面粗さは、927kHz以下のパルス繰り返し率で照射されるレーザパルスを用いて得られる
、対応する加工済ワークピース表面の平均表面粗さよりも概して小さい。um2面積値は、
スクライブの断面積を表しており、バイトサイズが大きくなると材料除去速度が低下する
ことを示している。927kHz以下のパルス繰り返し率でのトレンチ形成中の材料除去速度は
、1855kHz以下のパルス繰り返し率でのトレンチ形成中の材料除去速度と同様である。
【００６７】
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　Ｅ．バイトサイズ、フルエンス、パルス繰り返し率及び平均パワーのデブリ生成との関
係
　図６は、この例ではシリコンウェハとして提供されるワークピース102にトレンチを形
成するためのプロセスウィンドウを示す１組のグラフを示している。ｉ）目立ったデブリ
の生成がない加工済ワークピース表面（すなわち、図２から図５に関して述べたような、
目立ったデブリの堆積がない加工済ワークピース表面）が形成され、ii）デブリが目立っ
て生成される加工済ワークピース表面（すなわち、図２から図５に関して述べたような、
目立ったデブリの堆積がある加工済ワークピース表面）が形成される。参照番号600によ
り示されるパターンで印された領域は、デブリが目立って生成されるパラメータ空間を表
しており、参照番号602により示されるパターンで印された領域は、目立ったデブリが形
成されないパラメータ空間を表している。観察されたトレンチは、５つのパルス繰り返し
率（すなわち、927.55kHz、1264kHz、1855kHz、2022kHz及び3051kHz）のうちの１つでレ
ーザパルスをビーム軸に沿って伝搬させつつ、照射されるレーザパルスを加工軌跡に沿っ
て単一パスでスキャンすることにより形成された。それぞれのパルス繰り返し率で、複数
のトレンチが形成された。それぞれのトレンチは、バイトサイズ（μmの単位で測定され
る）、フルエンス（J/cm2の単位で測定される）及び平均パワー（Wの単位で測定される）
の異なる組み合わせを用いて形成された。
【００６８】
　図６に示されるように、927.55kHz及び1264kHzでは、試験されたバイトサイズ、フルエ
ンス及び平均パワーの値のすべての組み合わせにおいて、程々の量から相当量のデブリを
生成することがわかった。一方、1855kHz、2022kHz及び3051kHzでは、一部（すべてでは
ない）のパラメータ値の組み合わせにおいて、デブリの堆積がほとんどないか全くない加
工済ワークピース表面が得られることがわかった。この知見は、加工される特定の材料に
対して、それ以下ではデブリ生成が避けられないパルス繰り返し率の閾値があることを示
す傾向にある。しかしながら、パルス繰り返し率の閾値以上では、他の一般的な観察結果
を得ることができる。すなわち、比較的低いフルエンス又は平均パワー値では、程々の量
又は相当量のデブリを生成することなくフィーチャを形成するために、比較的広い範囲の
バイトサイズを使ってワークピース102を加工することができる。また、フルエンス又は
平均パワーが増加すると、このバイトサイズの範囲が狭くなる。
【００６９】
　領域600と領域602が重なるパラメータ空間が存在する。例えば、参照番号604により示
されるパターンにより印された領域を参照されたい。この重なりは、（1）相当な又は目
立ったデブリの生成と些細な又は目立たないデブリの生成との間に遷移があること、又は
、（2）与えられたフルエンス、パワー及びバイトサイズに対して、清浄な又は滑らかな
フィーチャ又はデブリの生成を伴うフィーチャを生成し得るプロセスが存在することを示
していると一般的に理解することができる。一例として、1855kHzでは、パワーとフルエ
ンスを整合させるプロセスに対して、異なる結果（すなわち、清浄な又は滑らかなフィー
チャ又はデブリの生成を伴うフィーチャ）を生じるポットサイズとパルスエネルギーの組
み合わせが存在する。換言すれば、領域600と領域602が重なるパラメータ空間内の所定の
座標では、照射されるレーザパルスのスポットサイズ及びパルスエネルギーに応じて、清
浄又は滑らかな表面を有するフィーチャ又はデブリの生成を伴うフィーチャを形成するこ
とができる。
【００７０】
IV．実験結果に基づく実施形態の例
　上記第III章Ａ節からＥ節において述べた実験の結果に基づけば、本発明の一実施形態
は、除去プロセス中に（非透過的なワークピース102に照射されるレーザパルスの光の波
長に対して）材料を除去することによりワークピース102にフィーチャ（例えば、スクラ
イブ又は他のトレンチ又は凹部など）を形成するためのレーザプロセスとして特徴付ける
ことができる。例えば、図9Aに示される実施形態を参照すると、ワークピース102は、上
面（例えば面900a）と上面と反対側の下面（例えば面900b）とを有する半導体ウェハであ
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り得る。半導体ウェハは、（例えば、シリコン、ゲルマニウム、Si1-xGex（0.0001＜ｘ＜
0.9999）、GaAs、GaN、InPなど、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののような材料
から形成される）基板902と、（例えば、電界効果トランジスタ、誘電体層、配線メタラ
イゼーション構造、パッシベーション層など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもの
から形成される）デバイス層904とを含み得る。ワークピース102は、上述した半導体ウェ
ハ以外の任意の方法により提供されてもよいことは認識すべきである。例えば、ワークピ
ース102は、Al2O3、AlN、BeO、Cu、GaAs、GaN、Ge、InP、Si、SiO2、SiC、Si1-xGex（0.0
001＜ｘ＜0.9999）など、又はこれらを任意に組み合わせたもの又はこれらの任意の合金
から形成される基板（例えば、電子基板、半導体基板、光学基板など）を含む任意の単層
構造又は多層構造、プラスチック、ガラス（例えば、非強化ガラス又は熱強化ガラス又は
化学強化ガラス又はその他のガラスのいずれか）、石英、サファイヤ、プラスチック、シ
リコン、１以上の金属（例えば、Al、Ag、Au、Cu、Fe、In、Mg、Pt、Sn、Tiなど、又はこ
れらを任意に組み合わせたもの又はこれらの任意の合金）、導電性金属酸化物（例えばIT
Oなど）、透明な導電性ポリマー、セラミック、ワックス、樹脂、（例えば、酸化ケイ素
、窒化ケイ素、酸窒化ケイ素など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののように層
間誘電体構造として用いられる）無機誘電材料、low-k誘電体材料（例えば、メチルシル
セスキオキサン（MSQ）、水素シルセスキオキサン（HSQ）、フッ化オルトケイ酸テトラエ
チル（FTEOS）など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもの）、有機誘電体材料（例
えば、SILK、ベンゾシクロブテン、Nautilus（いずれもDow社により製造される）、ポリ
フルオロテトラエチレン（DuPont社により製造される）、FLARE（Allied Chemical社によ
り製造される）など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもの）、ファイバガラス、高
分子材料（ポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリアセタール、ポリカーボネート
、改質ポリフェニレンエーテル、ポリブチレンテレフタレート、ポリフェニレンサルファ
イド、ポリエーテルスルホン、ポリエーテルイミド、ポリエーテルエーテルケトン、液晶
ポリマー、アクリロニトリルブタジエンスチレン、及びこれらの任意の化合物、複合物、
又は混ぜ物）など、あるいはこれらを任意に組み合わせたものなどから形成される物とし
て提供され得る。
【００７１】
　次のうち１つ以上を有利に達成するような方法でワークピース102の一部を確実に除去
するように除去プロセスのパラメータ（例えば、フルエンス、平均パワー、パルス繰り返
し率、パルスエネルギー、スポットサイズ、バイトサイズなどのうち１つ以上）が選択さ
れ、制御され、あるいは設定される。加工中のデブリの生成を最小限又はゼロにすること
、滑らかな加工済ワークピース表面を生成すること、欠陥、傷又はクラックの数の少ない
加工済ワークピース表面を生成すること、工済ワークピース表面に隣接してワークピース
102内に均一なHAZを生成すること。例えば、除去プロセス中に、ワークピース102と交差
するビーム軸に沿ってレーザパルスビームを照射してもよく、連続的に照射されるレーザ
パルスが非ゼロバイトサイズでワークピース102に当たり、ワークピース102の上面900aに
フィーチャ（例えば、図9Bに示されるようなフィーチャ906であり、凹部やトレンチなど
であり得る）を形成するようにレーザパルスビームをスキャンしてもよい。
【００７２】
　図9Bに示される実施形態においては、フィーチャ906は、デバイス層904を貫通し、（例
えば、基板902の上面から測定した深さｄまで）基板902の一部にまで延びている。ある実
施形態においては、深さｄは、５μm（又はその前後）から22μm（又はその前後）の範囲
であり得る。例えば、深さｄは、５μm、5.5μm、6.0μm、6.5μm、7.0μm、7.5μm、8.0
μm、8.5μm、10μm、12μm、15μm、17μm、20μm、22μmなど、あるいはこれらの値の
いずれかの間であり得る。しかしながら、深さｄは、５μm未満であってもよく、あるい
は22μmよりも大きくてもよいことは認識すべきである。他の実施形態においては、フィ
ーチャ906
【００７３】
　十分に滑らかな加工済ワークピース表面（例えば、加工済ワークピース表面906）を形
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成するようにパラメータを選択する場合には、ワークピース102の内部加工やワークピー
ス102のワークピース貫通加工など、あるいはこれらを任意に組み合わせたもののような
後続のプロセスを容易にするために加工済ワークピース表面を用いてもよい。加工済ワー
クピース表面が1.0μm以下の平均表面粗さ（Ra）を有する場合には、加工済ワークピース
表面（例えば加工済ワークピース表面906）は後続のプロセスを容易にするのに「十分に
滑らかである」と考えることができる。ある実施形態においては、加工済ワークピース表
面は、1.0μm未満、0.75μm未満、0.5μm未満、0.4μm未満、0.3μm未満、0.25μm未満、
0.2μm未満、0.15μm未満など、あるいはこれらの値のいずれかの間の平均表面粗さ（Ra
）を有し得る。
【００７４】
　ワークピース102の内部加工は、他のレーザパルスビームを最初に加工済ワークピース
表面を通過し、その後、ワークピース内に入るように照射することにより行うことができ
る。この場合において、レーザパルスのビームウェストがワークピース102の内部に位置
するようにレーザパルスビームが集束される。ワークピース102の内部加工中に使用され
るレーザパルスは、加工されるワークピース102内の材料に対して加工済ワークピース表
面の初期形成中に使用される波長よりも透過的な波長を有する。そのような内部加工に関
連付けられたパラメータ（例えば、フルエンス、平均パワー、パルス繰り返し率、パルス
エネルギー、スポットサイズ、バイトサイズなどのうち１つ以上）は、ワークピース102
内の材料による照射レーザパルスの非線形吸収を誘起し、これにより、照射されたレーザ
パルスのビームウェスト又はその近傍にあるワークピース102内の材料の一部（例えば、
図9Cに示される部分908）を加工（例えば、溶融したり、蒸発させたり、アブレートした
り、クラックしたり、脱色したりなど、あるいは化学的組成、結晶構造、電子構造、マイ
クロ構造、ナノ構造、濃度、粘度、屈折率、透磁率、比誘電率などの１以上の特質又は特
性を変えたり）するように選択される。例えば、（例えば、図７の顕微鏡写真に示される
ような）十分に滑らかな加工済ワークピース表面を形成するためにシリコンウェハのよう
なワークピース102にトレンチが形成された後、上述のようにして内部加工を行って、（
例えば、図8A及び図8Bの顕微鏡写真に示されるように（図8Aは図７に示されるトレンチの
幅を横断する図であり、図8Bは図７に示されるトレンチの長さ方向に沿った図である））
シリコンウェハの内部に一連のクラックを形成してもよい。
【００７５】
　図9Dを参照すると、ワークピース102のワークピース貫通加工は、他のレーザパルスビ
ームを最初に加工済ワークピース表面（例えば加工済ワークピース表面906a）を通過し、
その後、ワークピース内に入るように照射することにより行うことができる。レーザパル
スのビームウェストがワークピース102の下面900b又はその近傍に位置するように、照射
されるレーザパルスビームが集束される。ワークピース102の内部加工中に使用されるレ
ーザパルスは、加工されるワークピース102内の材料に対して加工済ワークピース表面の
初期形成中に使用される波長よりも透過的な波長を有する。そのようなワークピース貫通
加工に関連付けられたパラメータ（例えば、フルエンス、平均パワー、パルス繰り返し率
、パルスエネルギー、スポットサイズ、バイトサイズなどのうち１つ以上）は、下面900b
でワークピース102の材料による照射レーザパルスの線形吸収又は非線形吸収を誘起し、
これにより、（例えば、下面900bでトレンチ又は凹部910を形成するように）照射された
レーザパルスのビームウェスト又はその近傍にあるワークピース102の材料の一部を加工
するように選択される。ワークピース102の実施可能な貫通ワークピース加工の例は、米
国特許第9,610,653号において述べられており、この公報はその全体が参照により本明細
書に組み込まれる。
【００７６】
Ｖ．結論
　上記は、本発明の実施形態及び例を説明したものであって、これに限定するものとして
解釈されるものではない。いくつかの特定の実施形態及び例が図面を参照して述べられた
が、当業者は、本発明の新規な教示や利点から大きく逸脱することなく、開示された実施
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う。
【００７７】
　例えば、上記第III章で述べた実験は、ベアシリコンウェハに対して行ったが、加工さ
れる材料が照射レーザパルスの波長に対して非透過的であれば、超短レーザパルスを用い
て（シリコンウェハ以外の）材料を含むワークピースを加工した場合にも同様の効果が見
られることを認識すべきである。このように、シリコン以外の材料から構成される半導体
ウェハ、電子デバイス基板又は光学デバイス基板（例えば、Al2O3、AlN、BeO、Cu、GaAs
、GaN、Ge、InP、Si、SiO2、SiC、Si1-xGex（0.0001＜ｘ＜0.9999）など、あるいはこれ
らの任意の組み合わせ又はこれらの任意の合金から形成される基板）、プラスチック、ガ
ラス（非強化ガラス又は熱強化ガラス又は化学強化ガラス又はその他のガラスのいずれか
）、石英、サファイヤ、プラスチック、シリコンなど、１以上の金属（例えば、Al、Ag、
Au、Cu、Fe、In、Mg、Pt、Sn、Tiなど、又はこれらを任意に組み合わせたもの又はこれら
の任意の合金）、導電性金属酸化物（例えばITOなど）、透明な導電性ポリマー、セラミ
ック、ワックス、樹脂、（例えば、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸窒化ケイ素など、あるい
はこれらを任意に組み合わせたもののように層間誘電体構造として用いられる）無機誘電
材料、low-k誘電体材料（例えば、メチルシルセスキオキサン（MSQ）、水素シルセスキオ
キサン（HSQ）、フッ化オルトケイ酸テトラエチル（FTEOS）など、あるいはこれらを任意
に組み合わせたもの）、有機誘電体材料（例えば、SILK、ベンゾシクロブテン、Nautilus
（いずれもDow社により製造される）、ポリフルオロテトラエチレン（DuPont社により製
造される）、FLARE（Allied Chemical社により製造される）など、あるいはこれらを任意
に組み合わせたもの）、ファイバガラス、高分子材料（ポリアミド、ポリイミド、ポリエ
ステル、ポリアセタール、ポリカーボネート、改質ポリフェニレンエーテル、ポリブチレ
ンテレフタレート、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルスルホン、ポリエーテル
イミド、ポリエーテルエーテルケトン、液晶ポリマー、アクリロニトリルブタジエンスチ
レン、及びこれらの任意の化合物、複合物、又は混ぜ物）など、あるいはこれらを任意に
組み合わせたものなどから形成される物を加工するように上述した実施形態を有利に適合
させることができることを認識すべきである。
【００７８】
　したがって、そのような改良はすべて、特許請求の範囲において規定される本発明の範
囲に含まれることを意図している。例えば、当業者は、そのような組み合わせが互いに排
他的になる場合を除いて、いずれかの文や段落、例又は実施形態の主題を他の文や段落、
例又は実施形態の一部又は全部の主題と組み合わせることができることを理解するであろ
う。したがって、本発明の範囲は、以下の特許請求の範囲とこれに含まれるべき請求項の
均等物とによって決定されるべきである。
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